




主 論 文 の 内 容 の 要 旨 
 
学位申請者 
氏   名 
山 口  和 夫  
ローマ字 
氏  名 










































































































































以前に幕府が大政委任論を公表したことはない。      
幕末の国際関係と国内の政局で、朝廷から幕府への信頼は低下したが、孝明天皇の幕府への期待と佐

















































大嘗祭を「神州」の「国体」を維持する礼制の中枢に位置づけている。   
天皇観変化の要因として、天保 11 年（1840）の光格上皇没後、近世朝廷に院が不在で、仙洞御所に
主がなく、朝廷内権力の分散もなく、天皇家の少子化による皇位継承への不安を増しつつ、天皇一人へ
の求心性を高める状況が続いたことも想定し得る。 
本居国学、後期水戸学などの動向を解くためには、平田国学神道論の深化を含む思想史の問題を組み
込む必要があるが、本稿ではなし得ていない。 
朝廷内外で価値観、天皇観の転換が進んだ一方で、朝廷・公家社会では、幕府に後援された関白・摂
家が、絶大な権限、特権を維持し続けた。天皇の諮問に預かる勅問衆は、江戸前期には摂家の大臣に限
定され、やがて摂家の当主であれば、大納言や中納言にまで構成を拡大した(田靡久美子「近世勅問衆と
朝廷政務機構について」『古文書研究』56、2002年)。官位評議での諸公家の官位昇進人事も、天皇・院
と摂家との間で調整・決定され続けた。 
朝廷の意思決定から疎外された非職の公家たちは、安政5（1858）年の条約調印勅許問題をめぐる群
参、幕末の朝議参画機構の改編などを要求したが、摂関職と摂家・門流諸家間の隷属関係とは、慶応 3
（1867）年暮の王政復古で幕府とともに廃止されるまで、厳然と存続した。 
 ＊ 
最後に総括的なまとめを記す。近世朝廷の展開を端的に表すと、豊臣政権・江戸幕府の後援による再
建と成長、近世的組織機構編成の進展と集団内部の変容、内部矛盾・閉塞状況という過程を辿った。 
第一部「公儀権力成立と朝廷の近世化」で近世の権力の成立に寄与し、編成を受容して存続した天皇・
公家身分集団の実態を、第二部「近世朝廷の成長と変容」ではそれ以後の近世中期（17世紀後半期）か
ら19世紀までの時期を対象に、朝廷という集団の成長（構成員・知行の拡大）、構成員が増えた集団内
での組織・機構整備と官職定員・利権配分をめぐる構造的な内部矛盾、内部規範の整備と家格階層秩序
の桎梏・固定化を論じた。 
第三部「家職の体制と近世朝廷解体への契機」では、公家社会外への利権追求の動向、天皇の宗教性
や天皇観の転換、近世京都の公家町の空間等について論じた。 
天皇家自身が作成・相伝した内部規範(「官位定条々」・「禁中例規御心得覚書」)に明らかなように、
近世朝廷は、将軍権力と幕府財政とに依存し、財政面では江戸幕府に組み込まれた構造にあり(佐藤雄介
『近世の朝廷財政と江戸幕府』東京大学出版会、2016年)、自立・単立し得なかった。 
幕末・維新期との接続と思想史の問題については展望を示すに留まったが、公家家職組織経営の広域
展開、天皇や神道・仏教に関する公家社会内外の価値観の転換、摂家の特権的な地位に代表される江戸
時代的な朝廷内部の強固な職制に対抗する公家衆の行動に、近世的朝廷体制解体の契機を見いだした。
さらに今後の検証を期したい。 
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